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研究成果の概要（和文）：本研究では、中小企業の環境経営を促進するための情報支援について、「環境コミュニケー
ションの場」という切り口から支援策の現状を整理し、シミュレーション分析によってその効果を分析した。さらに、
特色ある支援を実施している地域を取り上げ、中小企業へのヒアリング調査から、その制度を利用する中小企業の特徴
と制度の効果を分析した。本研究を踏まえて、今後の研究や制度設計に有用な、鍵となる新たな概念も提示した。

研究成果の概要（英文）：This study analyzed the role of environmental communication, for the information s
upport to promote the green management of small and medium-sized enterprises (SMEs).  The current policies
 of information support were categorized and the effect of those policies was analyzed by agent-based simu
lation.  In addition, a distinctive support policy was focused on.  The features of SMEs using the support
 and the effects were investigated by interviews to SMEs.  Based on this study, two new key concepts were 
also suggested to institutional design and research in the future.

研究分野：
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環境経済学・環境経営論・社会シミュレーション
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１．研究開始当初の背景 

本研究のキーワードは「中小企業の環境経
営」と「環境コミュニケーションの場」であ
る。 

 1990 年代より大手企業が環境経営を進め
ており、それに伴い、大手企業の取引先であ
る中小企業も環境配慮要求を受けて、取り組
みを進めつつある。しかし、地域社会という
視点では、全体が底上げされるまでには至っ
ていない。中小企業は、大企業に比べると規
模が小さく、個々が排出する環境負荷は小さ
い。しかし、小さな環境負荷でも積み重なる
と決して小さくはない。従って、本研究の 1

つ目のキーワードである「中小企業の環境経
営」を促進することは、環境政策の重要課題
の１つであると言える。 

 本研究では、中小企業の環境経営に対する
促進策として「環境コミュニケーションの
場」に焦点を当て、2 つ目のキーワードとし
て取り上げている。「環境コミュニケーショ
ン」とは、「環境問題、環境活動、環境対策
など環境に関するメッセージを伝えたり伝
えられたりする過程」であるが、単なる環境
情報の授受ではなく、受け手の環境意識を高
め、相互行為を通じて組織や社会の環境配慮
行動を促進しうるものである。「場」とは、
単なる場所ではなく、「人々の間の濃密な情
報的相互作用を可能にする状況的枠組み」で
ある。 

 近年、大手企業、自治体、地方版環境マネ
ジメントシステムの認証機関、銀行、NPO

等の組織が、中小企業の環境経営支援として、
環境知識・ノウハウの獲得や、社会貢献やビ
ジネスの機会を提供している。それらは、環
境活動に関する情報交流を行い参加者が相
互作用をする機会や仕組みという「環境コミ
ュニケーションの場」であるが、現状では十
分には機能しておらず、政策としてデザイン
することが重要である。また、中小企業の環
境経営に関するタイプは４つに分類でき、そ
れぞれで求める支援は異なる。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、「中小企業の環境経営」
を促進するための有効な「環境コミュニケー
ションの場」について、「(1)どのような場で
あれば中小企業に活用されるのか」「(2)どの
ような組織が場を提供できるのか」「(3)どの
ような補助政策があれば場の有効性は高ま
るか」「(4)場が活用された場合に環境経営は
どのように進むのか」「(5)それらにより社会
の環境性と経済性はどのように変化するの
か」を、環境経営に関する中小企業のタイプ
を考慮したうえで明らかにし、制度設計をす
ることである。 

 

３．研究の方法 

本研究は３つのステップで実施した。第１
は、目的の(1)と(2)に対応しており、環境コ
ミュニケーションの場の提供や現状を調査

し、「環境コミュニケーションの場」として
有効な要素を抽出した。第 2 は、目的の(3)
に対応しており、特色ある地域を取り上げ、
価値ある「環境コミュニケーションの場」の
制度の条件に関する検討を行った。第 1 およ
び第 2の研究方法は、中小企業や中小企業支
援組織へのインタビュー調査やアンケート
調査データ解析である。第 3 は、目的の(4)
と(5)に対応しており、環境コミュニケーシ
ョンの場の効果を、エージェントベースモデ
リング(以下、ABM)によるシミュレーション
分析を行った。 
 
４．研究成果 
本研究では、主に以下の(1)～(4)に示す成

果が得られた。これらの成果を踏まえた今後
の展望については(5)で述べる。 
 
(1)中小企業の環境経営支援に関する「環境
コミュニケーションの場」 
 中小企業の環境経営に関する情報的支援
は、①EMS 認証取得支援、②省エネ対策支援、
③環境ビジネス支援、④環境法規制の情報支
援、⑤事例集の作成と活用における支援、⑥
交流する NPO からの支援といったカテゴリー
に分類できることがわかった。③の環境ビジ
ネス支援には、ビジネスの創出や発展をサポ
ートするもの、ビジネスを認証するもの、他
の事業者等に紹介する場を設けるもの等の
タイプがあった。 
各カテゴリーについて、環境コミュニケー

ションの場に関して特色ある事例を抽出し、
ヒアリング調査を実施した。それらの共通点
として、「中小企業経営者や支援担当者の意
欲の高さ」「双方向の情報交流」「中小企業へ
のメリットがあること」があることがわかっ
た。 
 
(2)特色ある地域の支援活動とその効果 
 特色ある支援制度として、中小企業の優れ
た新規事業を認定し助言など情報支援を行
う、京都市の企業価値創出支援制度を取り上
げ、環境ビジネス・イノベーションを志向す
る中小企業の特性、環境ビジネス成功の条件、
および、情報支援制度の効果を分析した。研
究成果の詳細は、在間(2013)の公表論文を参
照されたい。 
 
①調査対象の制度 

(財)京都市中小企業支援センター（以下、
支援センター）の企業価値創出(バリューク
リエーション)制度は、「京都にしかない」あ
るいは「日本にしかない」技術やサービスで
第二創業に取り組む優秀な中小企業を「オス
カー認定」して、個別に支援する制度である。 
 オスカー認定制度の支援内容は、補助金で
はなく、「知恵」の提供を主としている。主
な支援メニューとしては、支援センターが実
施している融資や立地など他の支援制度の
利用、民間企業 OB の支援員の人脈などを生



かした情報支援、「オスカークラブ」におけ
る専門家等との交流、および、国や自治体の
表彰制度への推薦の４つがある。 
 
②調査の対象企業と調査方法 
 オスカー認定制度では、2009 年に目標の
100 社が認定された。100 社のうち環境ビジ
ネスに分類できる事業は 15 社で、その中か
ら、電子・機械・金属・化学の製品・部品の
企業 7 社を対象としインタビューを行った。
これは、在間がこれまでに実施した実証研究
結果との比較を可能にするためであった。イ
ンタビューの手法は、大まかな質問項目を伝
えておき話の内容に沿って質問を進める半
構造化面接法である。 
 
③対象企業の環境ビジネス・イノベーション 
 本研究では「中小企業の環境ビジネス・イ
ノベーション」を、「中小企業が新しいと知
覚したアイデア・対象物を用いて、環境ビジ
ネスでの新生産方法や新原材料・新製品の開
発を行うこと」と定義している。 
調査対象企業は、いずれも本業と技術的な

シナジーが働く分野での環境ビジネスに進
出している。新規性に関しては、新材料・新
製法が 2 社、新材料の新用途が 3社、技術応
用による新製品が 2社であった。内容は公表
論文の表 2を参照。これらの企業は、経営者
が新しいと知覚した材料や製法を応用して
新事業を具現化しており、環境ビジネス・イ
ノベーションを志向する企業である。 
 
④リサーチ・クエスチョンと分析結果の概要 
本調査分析では、5 つのリサーチ・クエス

チョン(RQ)「①環境ビジネスに挑戦する中小
企業はどのような企業か」「②環境ビジネス
に取り組む企業は環境マネジメントにも取
り組んでいるか」「③環境ビジネスが成功し
ている企業の特徴は何か」「④中小企業への
情報支援は事業や経営にどのような影響を
及ぼすか」「⑤制度の課題は何か」を立てた。
得られた結果は以下の 5つの事項である。 
第 1の環境ビジネス・イノベーションに挑

む中小企業の特徴は、「外部との関わりで自
社の環境ビジネスを展開していること」であ
る。具体的には「外部の異業種他社との連携
で新事業を展開」「外部から専門家を招いて
自社に不足する技術や知識を補い事業展開」
および「外部から新素材を取り入れて自社独
自の事業を展開」という 3つのタイプが見ら
れた。これらは、社外の技術を利用するイン
バウンド型のオープン・イノベーションであ
ると考察した。 
第 2の環境経営の取り組みについては、「プ

ロアクティブであること」が示された。具体
的な行動としては、「要求がない段階で環境
マネジメントシステムの認証を取得」および
「要求により認証取得した企業でも進んだ
取り組み」があった。また、「経営者の態度」
「強み」「国際化」という点で実証研究結果

を支持することも示された。 
 第 3の環境ビジネスに成功する企業の特徴
は、「自社で基幹事業として位置づけている」
および「技術や環境面での知識の裏づけがあ
る」ことであった。 
第 4 の情報支援による経営への効果では、

積極的に応募した企業がより支援の効果を
実感していること、および、ビジネス成功事
例において「事業の PDCA をサポート」「抱え
る経営課題の解決をサポート」という経営に
対する効果をもたらしたケースがあること
が明らかになった。 
 第 5 の制度の課題としては、「課題にマッ
チする支援の実施や支援情報の提供」および
「他機関との連携の仕組みを構築」の必要性
が示された。 
 
⑤分析のまとめ 
 上記の 5つの結果を総括すると、研究目的
の「環境ビジネス・イノベーションを志向す
る中小企業の特徴」「環境ビジネス成功の条
件」「情報支援制度の効果」に関して、以下
の 3点が解明された。 
第 1に、環境ビジネス・イノベーションを

志向する中小企業は、「プロアクティブな環
境経営」と「インバウンド型のオープン・イ
ノベーションによる新事業展開」という特性
がある。 
第 2に、環境ビジネス成功の必要条件とし

て、「環境面の知識・技術の裏付け」があり
「基幹事業として位置づける」ことを挙げる
ことができる。 
第 3に、調査対象のオスカー制度の情報支

援制度については、「事業が動き出したヒヨ
コがニワトリになる期間を半分にする支援
を行うこと」という制度の目的を果たしてい
る事例が見出された点で、中小企業の経営に
プラスの効果を持ちうると言える。ただし、
上述の第 5で述べたように、制度設計におけ
る課題は残されている。 
 
⑥環境政策へのインプリケーション 
 調査対象企業が直面している課題には、
「事業そのものの課題」「販売活動に関わる
課題」「経営資源に関わる課題」「政策に関わ
る課題」「技術に関わる課題」があることも
明らかになった。調査分析では、抱えている
経営課題に支援がマッチしていたケースが 1
例あった。このことから、対象とした支援制
度デザインの課題としては、抱えている課題
を丁寧に聞き取り把握し、課題にマッチする
支援を行うことが指摘できる。 
また、調査対象の中で環境ビジネス成功事

例では、環境面での技術や知識の裏づけがあ
った。現在の支援では、中小企業診断士や経
営経験者を派遣しているが、成功へ導くには、
技術面での支援も検討する必要がある。さら
に、事業化の段階により直面する課題は変化
するので、対応する支援を組み込むことも必
要になる。このことから、環境ビジネス支援



の制度デザインとして、環境情報を適切に提
供することも重要であると言える。支援組織
では難しい場合には、他機関との連携も有効
な政策であると考えられる。 
 
(3)中小企業の環境経営推進に関する ABM 
中小企業に環境経営を推進するために満

たすべき条件を分析するために、エージェン
トベースモデルを作成しシミュレーション
分析した。モデル設計と分析の詳細は、公表
論文 Zaima(2013)を参照されたい。 
 
①モデル設計の特徴 
モデルは、イノベーション普及に関する

ABM に属する。基本モデルの 1 つの顕著な特
徴は、環境経営が普及するプロセスやメカニ
ズムを分析するための ABM を作成した。それ
は、消費者と大企業、大企業と中小企業の間
の取引で表される、製品と部品という関連す
る 2つの市場取引が含まれていることである。
基本モデルは、特定の製品に焦点を当てるも
のではないが、モデルの設定は、機械·金属
やプラスチック加工業の中小企業の既存の
実証的研究結果に基づき行った。 
 
②基本モデルの妥当性 
 基本モデルのシミュレーション結果は２
つのパターンが表れた。第１は、図 1(a)およ
び(b)に示す「ノーマル・ケース」である。
このケースでは、消費者の平均環境レベルは
中程度にもかかわらず、大企業、中小企業の
平均環境レベルが、いずれも低いレベルに収
束した。製品価格は部品価格と同程度まで下
がり、部品価格は最低価格に収束した。 
基本モデルの第 2のシミュレーション結果

のパターンは、図 2(a)および(b)に示す「過
剰反応ケース」である。このケースでは、中
小企業の平均環境レベルは低レベルに収束
したが、大企業の平均環境レベルは、消費者
のレベルに反応して向上し、最大値レベル近
くで収束した。中小企業の部品価格は最低価
格に収束したが、大企業の製品価格は低下す
るものの部品価格と同じレベルにまで至ら
なかった。 
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図 1(a)  環境レベル（ノーマルケース） 
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図 1(b) 価格（ノーマルケース） 
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図 2(a) 環境レベル（過剰反応ケース） 
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図 2(b)  価格（過剰反応ケース） 

 
いずれのケースのパターンにおいても、大

企業に環境経営は浸透しているが中小企業
にまで環境経営が十分普及していない現在
の状況を再現していると言える。その点で、
基本モデルの設計について妥当であると確
認できた。 
 
③効果的な環境経営の戦略 
シミュレーションでは各企業エージェン

トの行動ログを分析することができる。10 回
のシミュレーションにおいて業績がトップ
であった企業エージェントについて詳細に
分析することによって、企業の効果的な戦略
を解明した。 
大企業の効果的な戦略は、価格を平均レベ

ルに維持しつつ、環境レベルを平均より早く
向上させることであった。逆に、中小企業の
効果的な戦略は、環境レベルを平均程度に保
ちながら、平均よりも価格を早く下げること
であった。 



 
④情報支援の効果：応用モデル 
環境コミュニケーションの効果を分析す

るために応用モデルを作成した。外部の情報
的経営資源に対するアクセスに関する経営
者の積極性、外部から中小企業へのアクセス
による情報支援の頻度、および、外部からの
情報提供量という３つの要素を導入した。応
用モデルでは、中小企業は、知識獲得により
環境改善費用を抑制することも組み込んだ。 
 シミュレーション結果の典型的なパター
ンを図 3(a)および(b)に示す。大企業が消費
者の環境配慮レベルに対応して環境レベル
を向上させ、それに応じて中小企業も環境レ
ベルを向上させる。すなわち、大企業と中小
企業が関わる 2つの市場で環境経営のイノベ
ーション普及の共進化を表すパターンが得
られた。 
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図 3(a)  環境レベル（知識獲得のケース） 
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図 3(b)  価格レベル（知識獲得のケース） 

 
応用モデルのシミュレーション結果は、外

部からの情報提供が中小企業の環境経営の
普及に有効であることが明らかとなった。こ
れは、企業内に蓄積された環境知識が中小企
業の不足する情報的経営資源を補完し、環境
コストを減らすことができるという条件の
下で実現することができた。 
  実際に、EMS 認証機関、取引先大企業、銀
行、非営利組織等による中小企業への環境経
営に関する情報支援がなされている。応用モ
デルの分析結果は、これらの活動の有効性を
支持するものである。 
 
 

⑤環境政策へのインプリケーション 
本研究の ABM 分析から環境政策へのインプ

リケーションとしては、外部の情報にアクセ
スする中小企業への支援を行うこと、および、
中小企業へ情報支援を行う外部機関に対す
る支援を行うことの重要性を指摘すること
ができる。 
従来の中小企業への直接的な政策だけで

はなく、支援を行う組織にプラスのサンクシ
ョンを与える政策により、中小企業に対して
適切な情報支援を行う組織自体を増やすこ
とも有効であると指摘できる。 
 
(4)中小企業の経営課題と環境経営 
 中小企業は経営課題を抱えており、上記
(2)の分析では、経営課題にフィットした支
援に対して中小企業が支援の効果を感じて
いることがわかった。 
この点から、中小企業の環境経営への支援

に関する政策をデザインするためには、中小
企業の環境経営への認識だけではなく、「中
小企業はどのような経営課題に直面してい
るか」「経営課題において環境経営課題はど
のような位置づけか」という基本事項を調査
する必要があると言える。 
本研究では、中小企業へのアンケート調査

を予定していたが、3213 社もの従業員 100 名
以下の中小企業に対して網羅的に経営課題
の調査を行ったデータを見つけたため、それ
を用いて分析を行うことにした。用いたのは、
「中小企業 経営課題 実態調査 2011」（2011
年 7月、日経ＢＰコンサルティング）である。 
日経 BP のデータを用いてクラスタ分析を

実施したところ、中小企業の経営課題に関し
て４つのクラスタに分類されることがわか
った。これらのクラスタを中小企業の環境経
営に関するタイプと関連付けて整理し、タイ
プ別に環境経営促進策を講じる必要がある
ことが示唆された。ただ、この調査は非常に
多くの質問から構成されており、今後の調査
では、日経 BP の調査をもとに項目と対象を
絞って、経営課題と環境課題とのリンクの質
問項目を追加して、調査の設計を行うことが
有効であると考える。 
 
(5)成果のインパクトと今後の展望 
①研究のインパクトと限界 
 本研究成果のインパクトとして、次の 6つ
を指摘することができる。 
 第 1は、中小企業の環境経営に対する情報
支援の中で特色あるものを抽出し「環境コミ
ュニケーションの場」としての可能性を整理
したことである。これによって、中小企業へ
の情報支援を行おうとする自治体が、参考と
しうる知見が提供できた。 
 第 2は、環境ビジネス・イノベーションに
取り組む中小企業の特徴と、それを支援する
制度の効果と限界を明らかにしたことであ
る。本研究は、同一の制度を利用する複数の
中小企業への質的調査から、環境経営の特徴



と制度の効果をリンクさせて解明するもの
である。このような環境経営研究は、著者の
知る限り、これまでになされていない。その
点で、この研究領域においても貢献したと考
えられる。 
 第 3 は、中小企業への情報支援について、
「インバウンド型のオープン・イノベーショ
ン」という概念を導入しうることを示唆した
ことである。オープン・イノベーションをキ
ーワードとする研究は近年増えており、本研
究は、それらの研究者へも研究アイデアの提
供になる。また、環境政策の実施者に対して、
「オープン・イノベーションを創出する仕組
み」という提示をすることができると考える。 
 第 4は、中小企業への情報支援の効果をシ
ミュレーションにより示したことに加えて、
「支援する組織への支援」という概念をイン
プリケーションとして提示したことである。
これは、今後の環境政策について、京都市等
の委員会の場で提言していく。 
第 5 は、BtoB と BtoC の関連する 2 つの市

場取引を含んだ環境経営の普及に関するエ
ージェントベースモデルを設計し、その妥当
性を確認できたことである。これは ABM アプ
ローチで新たな試みであり、この研究領域に
貢献しうるものである。 
第 6 は、「環境経営の課題と経営課題のリ

ンク」の必要性を示唆したことである。この
点は今後の研究で深める。 
 本研究のインパクトの限界として、以下の
2 つを挙げる。 
 第 1は、研究分野における認知である。既
存研究は環境経済学、環境政策、環境経営、
中小企業、経営という個別の領域であるのに
対し、本研究は領域横断的な視点を必要とす
るものであり、非常に独創的な研究テーマで
ある。そのため、既存の関連する学会すべて
への認知は十分にはできなかった。 
 第 2は、海外へのインパクトである。本研
究の 3年間で、国際学会で報告し査読付きの
国際誌にも掲載された。ただ、当該学会が日
本開催であったことを考えると、インパクト
は十分ではないかもしれない。 
 
②今後の展望 
今後の主な研究課題として、以下の 3つを

挙げることができる。 
1 つは、本研究を発展させて、オープン・

イノベーションに焦点を当てて、中小企業の
環境経営や環境ビジネスにおけるイノベー
ションの分析や、外部からの情報支援の効果
に関する調査研究を行うことである。 

2 つは、本研究を発展させて、中小企業の
経営課題と環境経営課題のリンクについて、
中小企業を対象とする質的・量的調査を実施
し、それを踏まえて、中小企業への情報支援
策をデザインすることである。 

3 つは、本研究で用いた ABM 分析を踏まえ
て、具体的な市場について実データも含めた
シミュレーション分析を行うことである。 
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